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5．国際ネットワークの形成 

（1）海外島根県人会 

2024(R6)年 3 月現在、海外諸地域には 14 の島根県人会があり、大まかには南米地域等に移住した日

系人及びその子弟等による会と、欧米地域等の企業・大学等の駐在員や研究者として滞在する邦人等に

よる会に大別される。 

前者については、県情報誌等の送付のほか、研修員等の受け入れ及び周年事業への参加等により移住

地域における日系人の活躍を支援し、移住地域と本県を結ぶ交流・協力関係の拡充に努めている。 

後者については、県情報誌等の送付のほか、周年事業への参加、海外諸都市で本県の PR 活動等を実

施する場合に現地との連絡調整など、交流・協力関係の構築を進めている。 

①  海外島根県人会との交流等実績 2023(R5)年度 2024(R6)年 文化国際課調べ 

地域 国 団体名 内 容 時期 

中
南
米 

アルゼンチン共和国 アルゼンチン島根県人会 

* 県情報誌等送付（県→県人会） 随時 

ブラジル連邦共和国 在伯島根県人会 

ペルー共和国 ペルー島根県人会 

北
米 

アメリカ合衆国 

San Francisco 島根県人会 

南加島根県人会 

ニューヨーク島根県人会 

欧
州 

フランス共和国 パリ島根県人会 

英国 英国島根県人会 

ア
ジ
ア 

シンガポール共和国 シンガポール島根県人会 

タイ王国 山陰同郷会 

中華人民共和国 香港島根県人会 

活 動 休 止 中 

ドイツ連邦共和国 デュッセルドルフ島根県人会 

パラグアイ共和国 在巴島根県人会 

アメリカ合衆国 ハワイ島根県人会 
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② 知事・副知事等による海外県人会訪問実績等 

年 訪問者 訪問理由 備考 

1958 

(S33) 
大久保農林部長 

ブラジル移民 50 年祭出席 

南米移住地視察と県人会訪問 
 

1962 

(S37) 
田部知事 

南米移住地視察、ブラジル島根県人会、在アル

ゼンチン島根県人会慰問 
グァタパラ移住者第 1 陣出発 

1968 

(S43) 

伊達副知事 

片山農地開拓課長 

ハワイ日本人移民 100 年祭に出席 

南米移住地視察のためブラジル島根県人会、在

アルゼンチン島根県人会慰問 

 

1970 

(S45) 
 

 ブラジル島根県出身者留学生受入

事業（島根県費留学生制度）の発足 

1972 

(S47) 
 

 グァタパラ移住地入植 10 周年記

念祭 

1976 

(S51) 
恒松知事 

在伯島根県人会設立 20 周年記念式典出席 
 

1979 

(S54) 
 

 
ペルー国移住80周年記念祝典開催 

1981 

(S56) 
 

 
海外技術研修員制度の創設 

1986 

(S61) 
恒松知事 

ブラジル島根県人会創立 30 周年記念式典出席 
 

1988 

(S63) 
澄田知事 

ブラジル日本移民 80 周年祭式典出席、ハワイ

島根県人会訪問 
 

1992 

(H4) 
澄田知事 

グァタパラ入植 30 周年につき在伯島根県人会グ

ァタパラ支部主催「入植 30 周年慶祝知事歓迎

会」に出席 

ハワイ島根県人会、ニューヨーク島根県人会を訪問 

 

1994 

(H6) 
武田出納長 

ハワイ島根県人会を訪問 
 

1996 

(H8) 
今岡副知事 

ブラジル島根県人会創立 40 周年記念式典出席 パラグアイ日本人移住 60 周年記

念式典開催 

1998 

(H10) 
澄田知事 

日本人移民 90 周年、交流センター竣工記念に

ブラジル島根県人会を訪問 
 

2001 

(H13) 
 

 在伯島根県人会創立 45 周年 

（同時多発テロのため出席できず） 

2002 

(H14) 

渡部環境生活部次

長 

グァタパラ入植 40 周年にあたりブラジル島根

県人会を訪問 
 

2006 

(H18) 
澄田知事 

ブラジル島根県人会創立 50 周年記念式典出席 
 

2008 

(H20) 
松尾副知事 

日本人移民 100 周年、交流センター竣工 10 周

年にあたりブラジル島根県人会を訪問 
 

2011 

(H23) 
佐藤県顧問 

ブラジル島根県人会創立 55 周年、島根県出身者

移民100年にあたりブラジル島根県人会を訪問 
 

2012 

(H24) 

山岡尚環境生活部

次長 

グァタパラ入植 50 周年にあたりブラジル島根

県人会を訪問 

 

2016 

(H28) 
溝口知事 

ブラジル島根県人会創立 60 周年、島根県出身者

移民105年にあたりブラジル島根県人会を訪問 

 

2018 

(H30) 
松本環境生活部長 

日本人移民 110 周年、交流センター竣工 20 周

年にあたりブラジル島根県人会を訪問 
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③ 海外島根県人会 

地域  国  団体名  会長名／会員数 設立年 

中
南
米 

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン 

アルゼンチン島根県人会  1976 

ブ
ラ
ジ
ル 

在伯島根県人会 
会長：EDSON YASSUYUKI FUKUMA 

会員数：約 175 世帯 約 450 名 
1956 

ペ
ル
䤀 

ペルー島根県人会 
会長：早内 威雄 

会員数：6 世帯 10 名 
1997 

北
米 

ア
メ
リ
カ 

San Francisco 島根県人会 
事務局長：高士 二三子 

会員数：  
1980 

南加島根県人会 
会長：林 えりか 

会員数：13 世帯 17 名 
1972 

ニューヨーク島根県人会 
会長：奥井 俊彦 

会員数：46 名 
1986 

欧
州 

フ
ラ
ン
ス 

パリ島根県人会 
会長：ﾌﾛｰﾗﾝﾀﾝ 柳楽 桜子 

会員数：31 世帯 34 名 
1993 

英
国 英国島根県人会 

会長：ジョーンズ 百枝 

会員数：8 世帯 10 名 

2015 

再編 

ア
ジ
ア 

シ
ン
ガ
ポ
䤀
ル 

シンガポール島根県人会 
会長：津戸 伸介 

会員数：17 名 
2015 

タ
イ 山陰同郷会 

会長：石飛 稔 

会員数：85 名 
2014 

* 空欄は非公表または無回答 

* 香港島根県人会（中国）、デュッセルドルフ島根県人会（ドイツ）、在巴島根県人会（パラグアイ）、ハワイ

島根県人会（アメリカ）は活動休止中 
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（2）遣島使（Shimane Goodwill Ambassador） 

本県の招致で来県、6 ヶ月以上滞在し、帰国後も本県のスポークスマンとしての活躍を期待できる外

国人を「遣島使（Ｓｈｉｍａｎｅ Goodwill Ａｍｂａｓｓａｄｏｒ）」に任命し、本県と世界を結ぶ人材ネットワークの

形成を図っている。2024(R6)年 3 月現在、遣島使の数は 32 名となっており、定期的に発行する県情報

誌を送付している。 

遣島使 登録者数（国別・来県事由別） 2024(R6)年 3 月現在 

国 計 

来県事由別内訳 

ＣＩＲ ＡＬＴ 
海外技術研修員 

(日系研修員) 

バルバドス 1  1  

ブラジル連邦共和国 4 1  3 

カナダ 2 1 1  

中華人民共和国 8 6  2 

大韓民国 2 2   

ロシア 1 1   

南アフリカ共和国 1  1  

英国 3  3  

アメリカ合衆国 10 1 9  

計 32 12 15 5 

（3）2023(R5)年度表敬訪問等の概要 

時 期 人数 内 容 

 7月 5日 8 ＪＥＴプログラム任用期間満了予定者への感謝状贈呈式 

 7 月 7 日 1 在大阪オランダ王国総領事の副知事表敬訪問 

7 月 11 日 1 JICA 海外協力隊の出発前知事表敬訪問 

 7月 31日 1 JICA 日系社会研修員の環境生活部長表敬訪問 

 8月 8日 
3 中華人民共和国駐大阪大使級総領事の知事表敬訪問 

3 安来市加納美術館の知事表敬訪問 

 9月 13日 3 
外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）による国際交流員（文化国際課配属）の知事

表敬訪問 

 9月 26日 2 内閣府青年国際交流事業 参加青年の環境生活部長表敬訪問 

10 月 12 日 4 JICA 海外協力隊の出発前知事表敬訪問 

10 月 16 日 16 バリ島マス村訪問団の副知事表敬訪問 

10 月 19 日 4 在大阪フィリピン共和国総領事の知事表敬訪問 

11 月 12 日 7 中国寧夏回族自治区との友好協定 30 周年記念事業にかかる訪問団知事表敬 

12 月 18 日 4 香港特別行政区政府駐東京経済貿易代表部首席代表の知事表敬訪問 

12 月 19 日 1 JICA 日系社会研修員の研修修了式 

 1 月 26 日 1 
在釜山日本国総領事館主催による「第 9回高校生日本クイズ大会」島根県知事賞受

賞者の環境生活部長訪問 

 3 月 19 日 3 中国駐大阪副総領事の環境生活部長表敬訪問 

 3 月 29 日 4 ＪＥＴプログラム任用期間満了予定者への感謝状贈呈式 
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（4）職員の海外派遣 

派遣先 派遣時期 

(財)自治体国際化協会 ロンドン事務所 1992(Ｈ 4)．4 ～ 1994(Ｈ 6)．8 

(財)自治体国際化協会 ソウル事務所 1995(Ｈ 7)．4 ～ 1997(Ｈ 9)．3 

(財)自治体国際化協会 ソウル事務所 1997(Ｈ 9)．4 ～ 1999(Ｈ11)．3 

(財)自治体国際化協会 北京事務所 1998(Ｈ10)．2 ～ 1999(Ｈ11)．9 

(財)自治体国際化協会 ソウル事務所 1999(Ｈ11)．4 ～ 2001(Ｈ13)．3 

(財)自治体国際化協会 ソウル事務所 2001(Ｈ13)．4 ～ 2003(Ｈ15)．3 

(財)自治体国際化協会 シンガポール事務所 2003(Ｈ15)．4 ～ 2005(Ｈ17)．3 

日本貿易振興機構 上海センター 2003(Ｈ15)．4 ～ 2005(Ｈ17)．3 

日本貿易振興機構 上海センター 2005(Ｈ17)．4 ～ 2007(Ｈ19)．3 

(財)自治体国際化協会 ニューヨーク事務所 2005(Ｈ17)．4 ～ 2007(Ｈ19)．3 

在ウラジオストク総領事館 2005(Ｈ17)．4 ～ 2007(Ｈ19)．3 

(財)自治体国際化協会 ソウル事務所 2006(Ｈ18)．4 ～ 2007(Ｈ19)．4 

北東アジア地域自治体連合事務局 2007(Ｈ19)．4 ～ 2009(Ｈ21)．3 

日本貿易振興機構 上海センター 2007(Ｈ19)．4 ～ 2009(Ｈ21)．3 

(財)自治体国際化協会 ニューヨーク事務所 2008(Ｈ20)．4 ～ 2010(Ｈ22)．3 

(財)自治体国際化協会 北京事務所 2010(Ｈ22)．4 ～ 2012(Ｈ24)．3 

(財)自治体国際化協会 北京事務所 2013(Ｈ25)．4 ～ 2015(Ｈ27)．3 

北東アジア地域自治体連合事務局 2014(Ｈ26)．4 ～ 2016(Ｈ28)．3 

(一財)自治体国際化協会 シンガポール事務所 2016(Ｈ28)．4 ～ 2018(Ｈ30)．3 

(一財)自治体国際化協会 ソウル事務所 2019(Ｈ31)．4 ～ 2021(R  3)．3 

(一財)自治体国際化協会 ソウル事務所 2022(R  4)．4 ～ 2024(R  6)．3 

(一財)自治体国際化協会 ソウル事務所 2024(R  6)．4 ～ 

  


